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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外殻（１２）および内部内層（２４）を含む銑鉄溶錬アーク炉（１０）であって、運転
中、最低浴面および最高浴面の間で溶融金属浴（２８）を収容するアーク炉において、
　最低浴面と最高浴面との間の領域（３４）内における外殻（１２）の内側に、板銅（２
０、２０’）の環（２３）が取り付けられ、板銅（２０，２０’）は、少なくとも２０ｍ
ｍの厚みを有し、内部内層（２４）の周囲に設けられ、外殻（１２）に備えられる後方冷
却開口（３９）に重なり、板銅（２０，２０’）は、最低浴面と最高浴面との間の領域（
３４）内で内部内層（２４）と熱伝導接触する前面（３６）をさらに有し、板銅（２０，
２０’）は噴霧冷却手段（４０）を備えることを特徴とする銑鉄溶錬アーク炉（１０）。
【請求項２】
　板銅（２０、２０’）が、内部内層（２４）と接触する平滑な前面（３６）および噴霧
冷却手段（４０）による外部後方冷却のための湾曲した後面（３８）を有する固形物であ
ることを特徴とする請求項１記載のアーク炉。
【請求項３】
　外殻（１２）が、板銅（２０、２０’）のそれぞれに対応する後方冷却開口（３９）を
備えることを特徴とする請求項１または２記載のアーク炉。
【請求項４】
　複数の板銅（２０、２０’）が、外殻（１２）の内側に隣接して取り付けられ、連続的
な環（２３）を形成することを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載のアーク炉
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【請求項５】
　温度センサ（４７）が、板銅（２０、２０’）のそれぞれに付随することを特徴とする
請求項１～４のいずれか１項に記載のアーク炉。
【請求項６】
　板銅（２０、２０’）の幅が１ｍ以下であることを特徴とする請求項５記載のアーク炉
。
【請求項７】
　板銅（２０、２０’）のそれぞれが冷却箱（２２）を備えることを特徴とする請求項１
～６のいずれか１項に記載のアーク炉。
【請求項８】
　冷却箱（２２）が、外殻（１２）の外側に突出するように、板銅（２０、２０’）に取
り付けられることを特徴とする請求項７記載のアーク炉。
【請求項９】
　噴霧冷却ノズル（４０）が、冷却箱（２２）の後部カバー（４２）に取り外し可能に取
り付けられることを特徴とする請求項７または８記載のアーク炉。
【請求項１０】
　冷却箱（２２）が放出連結部（４４）およびエアー吸気部（４６）を含むことを特徴と
する請求項７～９のいずれか１項に記載のアーク炉。
【請求項１１】
　板銅（２０、２０’）が、２０～８０ｍｍの厚みを有することを特徴とする請求項１～
１０のいずれか１項に記載のアーク炉。
【請求項１２】
　板銅（２０、２０’）が、５０～６０ｍｍの厚みを有することを特徴とする請求項１１
記載のアーク炉。
【請求項１３】
　板銅（２０、２０’）が、純銅、または外殻（１２）の熱伝導率を少なくとも５倍は上
回る熱伝導率を有する銅合金から製造されることを特徴とする請求項１～１２のいずれか
１項に記載のアーク炉。
【請求項１４】
　攪拌および／または過熱される金属浴を有する銑鉄溶錬アーク炉としての、請求項１～
１３のいずれか１項に記載のアーク炉の使用。
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】
【０００１】
　技術分野
　本発明は、アーク炉および炉の内層用の冷却配置に関する。より具体的には、本発明は
、（１ＭＷ／ｍ２の桁の）高比入力を可能とするために強く攪拌される金属浴によって銑
鉄を生産する銑鉄溶錬アーク炉、および、この特定のタイプの銑鉄溶錬炉の内層を冷却す
るための冷却配置、に関する。
【０００２】
　背景技術
　銑鉄溶錬アーク炉においては、合金鉄を生産するために、前還元鉄および他の金属酸化
物が溶融および還元される。稼動中、炉内の溶融金属（たとえば銑鉄）の浴の温度は通常
、１４５０℃～１５５０℃である。均一な溶融金属浴温度を確保し、投入された材料の迅
速な溶練を可能にするために、アーク電力は溶融金属浴中に迅速に広げられる必要がある
。前述のタイプの銑鉄溶練炉においては、これは、たとえば多孔性プラグを通しての窒素
注入によって、溶融金属浴を強く攪拌することで達成される。
【０００３】
　電炉鋼生産の分野において、最も顕著な耐熱物劣化領域の１つは、溶融金属浴とその上
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のスラグ層との間の界面に隣接する領域であることがよく知られている。この臨界領域に
おける耐熱物劣化は、種々の化学的、熱的および機械的影響による。影響に関係なく、耐
熱物劣化は、内層温度、特に加熱面すなわち耐熱物が溶融金属浴またはスラグ層と接触す
る面の温度が、上昇するにつれて増大することがわかってきた。内層の劣化は重大なコス
ト要因であるので、前述の臨界領域における内層を冷却するための冷却配置を提供するた
めの種々の試みがなされてきた。
【０００４】
　さらに、コスト要因に加えて、内層の浸食に関連する重大な安全性リスクがある。実際
、溶融金属が、内層の過大な局部浸食によって炉殻と直接接触し始めれば、溶融金属の漏
出が、特に臨界領域において、生じるだろう。この危険は、強く攪拌され、過熱される溶
融金属浴を有する銑鉄溶練炉に関して、排他的にではないが、特に知られている。内層の
局部的な欠陥の場合、溶融金属の起こり得る漏出を避けるために、炉殻と接触している、
または接触する前の、溶融金属を固化することが所望される。溶融金属（たとえば銑鉄）
の浴は強く攪拌され、およそ３００℃過熱される（銑鉄の溶融温度はおよそ１１９０℃で
ある）ので、前述のタイプの炉においては冷却装置を使用して溶融金属を固化することは
困難である。
【０００５】
　高炉においてよく知られている、内層の内部強制的水冷却は、アーク炉に対しては実行
可能な解決策ではないと、この分野において一般的に認められている。実際のところ、ア
ーク炉の熱い内部に冷却液を導入することは、破裂という重度の危険を包含する。この問
題は、炉殻の外部噴霧冷却によって克服することが可能であり、これは、たとえば欧州特
許第００４４５１２号明細書において記載されている。炉殻を外部から冷却することによ
って、内層の温度降下が達成される。しかし、内層が臨界領域においてあまりにも悪化し
ている場合、溶融金属の漏出の危険は残る。米国特許第３７７７０４３号明細書は、前述
の臨界領域の内層を貫通するチャンネルを通して、ガス状冷却剤を循環させる考え方を記
載している。ガス型冷却の制限された効率性に加えて、この解決策は冷却チャンネルおよ
びガス冷却剤循環路の高価な設備を必要とし、内層の重大な変更が必要となる。異なる考
え方が米国特許第３８４９５８７号明細書に記載されている。この考え方においては、高
い熱伝導率の固体冷却メンバが、炉殻を貫通して内層内に配置される。これらの棒形メン
バの長さ、断面積、間隔および材料は、内層から充分な熱を伝導するように選択される。
この冷却メンバを、たとえば強制的水冷却によって、炉殻の外側にて冷却することができ
る。内層の冷却はこの考え方で達成されるが、冷却メンバが内層を貫通することによって
、内層に相当な温度勾配を生み出し、内層の構造を弱めるという欠点を有する。類似した
考え方が国際公開第９５２２７３２号パンフレットに提案されており、ここでは、温度勾
配の問題が、冷却要素を増加させ、それらの断面積を減少させることによって対処されて
いる。しかし、この考え方においても、内層の構造が弱められ、内層の設備および修復が
さらに困難になる。別の考え方が日本特許第５２０４８５０３号明細書で知られており、
ここでも冷却によって耐火煉瓦の損傷を防止することを目指している。日本特許第５２０
４８５０３号明細書の１つの実施形態において、アーク炉の炉床に配置される耐火煉瓦は
、これらの耐火煉瓦上に直に水を噴霧することによって冷却される。この考え方の１つの
欠点は、耐熱物の過剰摩耗がある場合、溶融金属が漏出するかなりの危険が存在するとい
うことである。
【０００６】
  技術的課題
　本発明の目的は、前述の課題を低減または克服する、改良された冷却配置を有するアー
ク炉を提供することである。
【０００７】
  発明の概要
　この目的を達成するために、本発明は、外殻および内層を含み、稼動中に溶融金属浴を
収容するアーク炉を提案する。この溶融金属浴は、最低および最高浴面を有する。本発明
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の重要な側面に従えば、板銅の環が、最低浴面と最高浴面との間の領域内で外殻に取り付
けられ、板銅は、最低浴面と最高浴面との間のこの領域内で内層と熱伝導接触する。別の
重要な側面によれば、板銅は噴霧冷却手段を備える。板銅は概して扁平で比較的厚い固体
材料の一片であり、すなわち、あらゆる穴、特に内部冷却チャンネルを有さない。要求に
応じて、板銅面の少なくとも１つは湾曲していてもよいが、それらの縦断面は概して正方
形または長方形である。板銅の高さは通常、最低浴面と最高浴面との間の鉛直距離を超え
、板銅は、これらの浴面が板銅の能動的に冷却される領域内に位置するように、取り付け
られる。板銅は外殻の内側に取り付けられ、そこで板銅が内部冷却環を構成する。板銅は
、溶融金属浴の最低浴面と最高浴面との間の臨界領域内の内層と熱伝導接触する。熱は板
銅の噴霧冷却によって消散され、炉に入る液体による破裂の危険をもたらすことなく、臨
界領域の内層の温度の顕著な低下が保証される。当然のことながら、本発明は、交流（Ａ
Ｃ）および直流（ＤＣ）アーク炉に同等に適用可能である。
【０００８】
　好ましい実施形態において、板銅は、内層と接触する平滑な前面、および噴霧冷却手段
による外部後方冷却のための湾曲した後面を有する固形物である。炉の内側および外側方
向にそれぞれ向けられる前面および後面は、（湾曲した後面を除いて）６面体または平行
６面体の形状をおおよそ有する本体の大きな面を形成する。板銅は、前面および後面が本
質的に鉛直であるように取り付けられる。平滑な前面が、内層との効率的な熱伝導接触を
可能にする。平滑な前面は、内層の外面と、より具体的には、内層の耐火煉瓦の概して扁
平な、または湾曲した外面と、対になっている。当然のことながら、構築中および修復中
は、耐火煉瓦を、平滑な前面に容易に隣接させて配置することができ、耐火煉瓦の切削ま
たは掘削は必要とされない。湾曲した後面は、通常円筒形の外側炉殻の湾曲に適合する。
【０００９】
　外殻は、板銅のそれぞれに対応する後方冷却開口を備えるのが有利である。個々の後方
冷却開口は、板銅を、開口に重なるように外殻の残余部分に直接取り付けることができる
ように寸法設定される。複数の板銅に対応するより大きな開口を予想することができたが
、殻構造の生じ得る弱体化の最低化および密閉促進は、個々の後方冷却開口によって保証
される。既存のアーク炉を改良する場合、鋼鉄外殻補強手段を取り付けた後に、後方冷却
開口を設けるのがよい。
【００１０】
　好ましい実施形態において、複数の板銅が、外殻の内側に隣接して取り付けられて、実
質的に連続的な環を形成する。通常、アーク炉のスラグノッチおよび出銑口の位置にての
み、環は中断される必要がある。中断をこれらに限定することによって、内部冷却環によ
る最大周囲被覆が得られる。板銅の高さと組合わせて、内層の臨界領域内の温度勾配が低
減される。
【００１１】
　特に炉の稼動中に、板銅の有効温度を監視するために、温度センサが板銅のそれぞれに
付随するのが好ましい。温度情報は、点検停止の必要なく、予め内層状態に関する情報を
取得することを可能にする。板銅のそれぞれでの温度測定を用いることで、炉の熱的分離
状態についての全体的な円周プロファイルと、具体的な残余内層状態とを確立することが
可能である。温度情報を、アーク炉および、特に冷却配置のプロセス制御において使用す
ることも可能である。
【００１２】
　板銅の幅は１ｍ以下であるのが有利である。耐熱物の劣化は、今日でも、特に、強く攪
拌されおよび／または過熱される溶融金属浴を有するタイプのアーク炉においては、比較
的予測不可能である。炉の円周に充分な数の板銅を備え、板銅のそれぞれが専用の温度セ
ンサを有することは、炉の周囲のあらゆる局部的温度上昇の信頼できる検出を保証する。
実際、このような上昇は、耐熱物の劣化の、したがって切迫した溶融金属の漏出の、指標
となる。耐熱物の劣化は予測不可能なので、「ホットスポット」として知られる炉殻の局
部的加熱が、ここで記載される冷却環を欠いている炉において起こり得る。現在まで、こ
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のような「ホットスポット」はしばしば、溶融金属の漏出およびそれに関連した危険な結
末をもたらしてきた。温度上昇の検出は、起こり得る事故を避けるための早期警告システ
ムを確立することを可能とする。さらに、補修方法（たとえば、内層の吹き付けすなわち
「ショットクリーティング」）などの予防方法を、効果的にかつ標的化した形で実行する
ことができる。なぜなら、検出される温度上昇はかなり局在化しているからである。
【００１３】
　噴霧冷却液を集めるために、かつ、たとえば煙塵によるその最小限度の汚染を保証する
ために、板銅のそれぞれが冷却箱を備えるのが好ましい。板銅の後面での密閉箱の使用は
、密閉サイクル冷却路が必要とされる場所で特に有利である。冷却箱は、点検および保守
の目的のために開放可能であるのがよい。冷却箱は、外殻の外側に突き出るように、板銅
に取り付けられるのが好ましい。この配置は、たとえば点検または保守の目的のために、
板銅の後面および付随する噴霧冷却手段に、炉の外側から容易に接近できるようにする。
【００１４】
　噴霧冷却ノズルが、冷却箱の後部カバーに取り外し可能に取り付けられるのが有利であ
る。したがって、冷却箱は、保護筐体および噴霧冷却ノズル用の取り付け構造という二重
機能を提供する。噴霧冷却液の自由流動放出を保証するために、冷却箱は放出連結部およ
びエアー吸気部を含むのが好ましい。
【００１５】
　板銅は、２０～８０ｍｍ、好ましくは５０～６０ｍｍの厚みを有するのが有利である。
この厚みの表示は、たとえば前面または後面が、ある湾曲を与えるために機械加工されて
いる場合には、最大壁厚の点を指すということを指摘しておく。この範囲は、安全性およ
び構成的な理由のために厚みを最大化することと、効率的な熱伝導のために厚みを最小化
することとの間での、折衷の結果として選択される。実際、薄スラブは、望ましい最小量
の熱抵抗に好ましい一方で、厚スラブは、たとえば、溶融金属、特に（過熱された）銑鉄
を固化するための、同様に望ましい最大の瞬間熱吸収能に好ましい。
【００１６】
　高い冷却効率性は、純銅、または外殻の熱伝導率を少なくとも５倍は上回る熱伝導率を
有する銅合金、から製造される板銅によって得られる。
【００１７】
　前述の実施形態は、強く攪拌され、および／または過熱される溶融金属浴を有するタイ
プの銑鉄溶練アーク炉に特に適用可能である。このような炉において、耐熱物の浸食およ
び関連する溶融金属（すなわち溶融銑鉄）の漏出の危険は、とりわけ、これらのタイプの
炉に固有の高熱による負荷によって、特に顕著になる。実際、前述の板銅の環は、これら
炉における悪条件に耐えることができる。
【００１８】
　当業者には判るように、前述の板銅の環を備える冷却配置を、過大な変更を要さずに、
実質的にはあらゆる既存のアーク炉に後から取り付けることが可能である。特に、内部冷
却環の取り付けは、内層の構造に少しの変更を要するだけである。
【００１９】
　本発明のさらなる詳細および利点は、添付の図面を参照して、非限定的な実施形態の以
下の記載から明らかとなるであろう。
【００２０】
　図１は、概して参照符号１０によって識別される、アーク炉の水平断面を示す。溶接し
た鋼板で製造される円筒形外側炉殻１２は、内部で耐熱物によって裏打ちされる。図１の
断面は、溶融金属を放出するための出銑口ブロック１４を通り、処理中の溶融金属浴の上
部に形成されるスラグを放出するためのスラグドア１６も示す。
【００２１】
　図１において見られるように、複数の板銅２０，２０’が外殻１２の内側に取り付けら
れる。板銅２０，２０’のそれぞれは、冷却箱２２を備えている。銅板２０，２０’は、
円形の矢印２３によって示される、本質的に連続した内部冷却環を形成するように、隣接
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して取り付けられる。内部冷却環２３は、アーク炉１０の稼動中、（図１に示されない）
内層の特定の領域を均一に冷却する。構成的な理由によって、内部冷却環２３は、出銑口
ブロック１４およびスラグドア１６によって中断されることを指摘しておく。スラグドア
１６の位置にて周囲の状況に特異的に適合した形状を有する板銅２０’を除いて、板銅２
０は通常同じ構造を有する。板銅２０’は、スラグドア１６に向かって接線方向に延伸さ
れて、スラグドア１６に密接する。
【００２２】
　板銅２０，２０’および付随する噴霧冷却手段の配置は、図２から、より明らかになる
であろう。図２は、アーク炉１０の下部、すなわち炉床の外殻１２の内部内層２４を示す
。内層２４は、それ自体は公知である方法によって、耐火煉瓦２６で製造される。内層２
４は、溶融金属浴２８および溶融スラグ層３０に対して外殻１２を保護し、後者のいかな
る漏出をも防止する。当然のことながら、符号３２にて示される溶融金属浴面は、稼動中
、鉛直範囲３４によって示される、上限最高浴面と下限最低浴面との間で、変動し得る。
板銅２０，２０’は、この範囲３４によって示される領域に配置されており、上端および
下端がそれぞれ範囲３４の上方および下方にある程度出ている。当然のことながら、範囲
３４内および周辺においては、内層２４の比較的均一な温度プロファイルが保証される。
なぜなら、内部冷却環２３は、円周方向には内層２４の本質的に全円周にわたって、かつ
、鉛直方向には臨界劣化領域にわたって、広がっているからである。したがって、内層２
４における鉛直および接線方向の温度勾配によるあらゆる熱応力は、この領域において著
しく低減される。
【００２３】
　図２に示される板銅２０は、高い熱伝導率（＞３００Ｗ／Ｋｍ）を有する銅または銅合
金で製造された、穴を有さない固形物である。板銅２０は、内部内層２４と接触する大き
な前面３６と、板銅２０の外部後方冷却を可能にする大きな後面３８とを有する。板銅２
０の前面３６は平滑であるので、耐火煉瓦２６との効率的な熱伝導接触を保証するという
ことを指摘しておく。この実施形態においては、耐火煉瓦２６が扁平な後側を有するため
、前面３６は扁平である。しかし、耐火煉瓦２６の外形に応じて、他の形状も含まれる。
実際のところ、アーク炉１０の稼動中、耐火煉瓦２６と板銅２０との間の熱伝導接触は、
熱膨張によって増進される。冷却箱２２は、あらゆる適した材料で製造され、たとえば溶
接によって、後面３８に封着固定される。後面３８の境界は、たとえばねじボルトによっ
て、外殻１２の内側に封着固定される。図２に見られるように、板銅２０は、外殻１２に
備えられる、対応する後方冷却開口３９に重なる。後方冷却開口３９は、板銅２０の外部
噴霧冷却のために、板銅２０へアクセスできるようにしている。
【００２４】
　図３において最も良く見られるように、噴霧冷却ノズル４０が、冷却箱２２の取り外し
可能な後部カバー４２に固定される。稼動中、噴霧冷却ノズル４０は、冷却液を板銅２０
の後面３８上に噴霧する。噴霧冷却ノズル４０の円錐角は約１２０°であり、噴霧は、冷
却箱２２によって覆われる後面３８の全部分を覆い、この部分が板銅２０の能動的に冷却
される領域を形成する。冷却箱２２における過剰冷却液はすべて、直ちに放出連結部４４
を介して放出され、少量の液体の冷却液だけが、常に冷却箱２２内部に存在する。
【００２５】
　図４に示されるように、取り外し可能なＵ字形保持具４３が、後部カバー４２の支持台
座から噴霧冷却ノズル４０を引き抜くことを可能とする。これによって、点検、保守また
は交換のために、噴霧冷却ノズル４０に、容易にアクセスできるようになる。たとえば点
検または保守のために、冷却箱２２の内部に接近するためのつまみねじ４５によって、容
易に後部カバー４２を反転させて開放することが可能である。さらに図４において見られ
るように、板銅２０の後面３８は、円筒形の外殻１２の湾曲に合うようにわずかに湾曲し
ている。湾曲した後面３８は、（不図示の）仲介フランジガスケットのための均一な接触
圧を保証することによって、外殻１２の内側への板銅２０の封着取付けを可能とする。具
体的な例において選択された板銅２０の寸法は、高さ４９０ｍｍ、幅４２５ｍｍおよび最
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大奥行（壁厚）６０ｍｍであった。しかし、これらの寸法は、各アーク炉の特性に依存し
、純粋に説明のためとして考えられるべきである。エアー吸気部４６が、冷却箱２２の後
部カバー４２に備えられる。エアー吸気部４６は、噴霧冷却ノズル４０の動作から独立し
た、冷却箱２２からの冷却液の自由放出を保証する。温度センサ４７との連結部が、板銅
２０の温度測定のために、冷却箱２２に備えられる。温度センサ４７は、板銅２０内の（
不図示の）穴に熱伝導の様式で取り付けられ、保護鞘４８によって冷却液から保護される
。板銅２０’の構造および特性は、幅を除いて、概して先に詳述した板銅２０のそれらと
一致するということを指摘しておく。
【００２６】
　温度センサ４７によって得られる温度の測定結果は、板銅２０，２０’の有効温度の機
能範囲内で、冷却有効性を制御することを可能とする。すべての板銅２０，２０’は専用
の温度センサ４７を備えるので、冷却有効性を、アーク炉１０の円周温度プロファイルに
応じて局部的に適合させることが可能である。さらに、全冷却液流を、その時点での稼動
状態に応じて最適化することが可能である。さらに、温度の測定結果は、稼動中の内層２
４のその時点での状態に関する（推測的な）情報を得ることを可能とする。前述の目的の
ための制御装置は、自動制御工学の分野においてよく知られており、ここでは詳述しない
。
【００２７】
　図１および図２に戻って、冶金学においては、（符号１０などの）アーク炉の（符号２
４などの）内層の最も重大な浸食領域の１つは、溶融金属の最低浴面と最高浴面との間の
領域（範囲３４で示す）であることがよく知られている。この浸食は、（範囲３４で示し
た）この領域の（符号２４などの）内層の温度に依存することもよく知られている。これ
は、亀裂の形成およびその後の金属の（符号２４などの）内層への貫通にも当てはまり、
これは耐熱物の劣化を引き起こす別の有害な影響である。炉殻それ自体の公知の外部冷却
と比較すると（たとえば欧州特許第００４４５１２号明細書参照）、噴霧冷却される板銅
２０，２０’の内部冷却環２３は、範囲３４のこの臨界領域における内部内層２４のより
効果的な冷却を保証する。実際、鋼鉄製の外殻１２の熱伝導率（およそ４５～５５Ｗ／Ｋ
ｍ）と比較したときの板銅２０，２０’の高い熱伝導率（およそ３５０～３９０Ｗ／Ｋｍ
）によって、一定の時間および表面にわたって板銅２０，２２’を介して消散され得る熱
量は、鋼鉄製の外殻１２を介して消散され得る熱量よりも顕著に高い。当然のことながら
、この改良は、他の公知の強制的な冷却路タイプが包含する破裂の危険を招くことなく達
成される。板銅２０，２０’の１つが破壊する、すなわち熱い金属またはスラグが漏出す
るという起こりそうにもない場合においてさえ、冷却箱２２内に残存する少量の液体の冷
却液は、破裂の危険をもたらすことなく直ちに蒸発する。したがって、危険であるとよく
知られている溶融金属またはスラグへの冷却液のあらゆる混入は、図１および図２に示さ
れる冷却配置によって避けられる。さらに、内部冷却環２３は、外殻１２の内側と鉛直方
向においてほぼ同一平面を成すので、この改良は、内層を貫通する冷却要素を突き出すこ
とによる、内層２４の構造的弱体化を引き起こすことなく、かつ、内層の重大な変更を必
要とすることなく、達成される。
【００２８】
　図５および図６に戻って、図２に従う内層２４の２つのタイプの欠陥、およびこれらの
場合における噴霧冷却された板銅２０，２０’の機能を、以下に説明する。
【００２９】
　図５においては、たとえば内層２４を修復せずにアーク炉１０をかなりの時間稼動させ
ることによって、範囲３４の領域における内層２４の一部が、かなり腐食され、つまりす
り減っている。図５の内層２４に見られるように、符号５０にて示される腐食領域は、ス
ラグ層３０に由来するスラグで満たされる。噴霧冷却された板銅２０，２０’による効果
的な冷却のおかげで、領域５０に含まれるスラグを、その融点未満に冷却し、板銅２０，
２０’の前の残余内層２４’上で固化することが可能である。結果として、図１の内部冷
却環２３は、アーク炉１０の稼動中でさえ、範囲３４の領域における内層２４の「ホット
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パッチング」すなわち修復を可能とする。領域５０のスラグの固化を促進するために、ス
ラグ下面レベルに対応する溶融金属の浴面３２に、たとえば範囲３４にわたって変動させ
るなど、能動的に影響を及ぼして、固化スラグの層で残余内層２４’を覆うための「スラ
グライニング」修復サイクルを起動することが可能である。このプロセスは、一時的な修
復を提供するのに使用されるだけでなく、耐熱物改築間隔をかなり長期化することにも貢
献する。
【００３０】
　図６は、内層２４のより極端なタイプの欠陥を示す。図６の内層２４において、符号５
２にて示される特に腐食された領域は、水平方向に延びて板銅２０の前面３６にまで達し
ている。図６に示される不利な状況において、この領域５２は、溶融金属浴２８に由来す
る溶融金属で満たされる。板銅２０は、この不利な状況においてさえ、溶融金属の漏出を
防止し得ることが、理解されよう。銅の高い熱伝導度によって、熱伝導中、前面３６の温
度は、後面３８の温度よりもわずかに高いだけであるということを指摘しておく。銅の高
い熱伝導度と板銅２０，２０’の相対厚み（すなわち熱吸収能）とを組合わせた効果は、
図６に示される状況において板銅２０の前の溶融金属層を固化させることを可能とする。
一度作り出されると、この金属固化層は、板銅２０が溶融するのを保護する断熱材の役目
を果たす。反対に、外殻１２それ自体が溶融金属に直接接触する状況においては、鋼鉄外
殻１２の比較的乏しい熱伝導度および薄さのために、危険な漏出がおそらく起こるだろう
。結果として、たとえ、１つ以上の板銅２０，２０’に達するまで内層２４が腐食されて
も、内部冷却環２３は、範囲３４の領域における溶融スラグだけでなく溶融金属をも固化
することを可能とする。このようにして、内部冷却環２３はまた、アーク炉１０の運転安
全性にも貢献する。
【００３１】
　図７は、アーク炉１０の下部における後方冷却開口３９をより詳細に示す。図７に見ら
れるように、補強リブ７０が、後方冷却開口３９間に、外殻１２に鉛直方向に溶接される
。上部フランジ環７２および下部フランジ環７４が、後方冷却開口３９の上下にそれぞれ
、外殻１２に水平方向に溶接される。補強リブ７０もまた、それらの各々の上端および下
端で、上部フランジ環７２および下部フランジ環７４にそれぞれ固定される。当然のこと
ながら、補強リブ７０はフランジ環７２，７４とともに、後方冷却開口３９によって弱め
られる外殻１２の堅固な構造補強を提供する。さらに、板銅２０，２０’は示されていな
いが、図７は図１の平面ＡＡ’を示すということを指摘しておく。
【００３２】
　移動可能な炉床を備えるアーク炉、すなわち、内部で内層によって裏打ちされた下部の
炉殻が移動可能であるアーク炉は、よく知られている。とりわけ、それらは、たとえば内
層の改装が必要とされるとき、炉床を交換可能にする。明らかに、冷却環２３による冷却
作用は、炉床の輸送中、改装前の冷却中、および／または改装後の予熱中でも利用可能で
あるべきである。噴霧冷却ノズル４０の水供給および放出連結部４４からの誘導放出が、
炉床の輸送中にも保証されなければならない場合、輸送は遅れ、輸送経路に適合し得る高
価で複雑なコンジットシステムが必要になるであろう。したがって、アーク炉１０が移動
可能な炉床、すなわち移動可能な下部の炉殻１２を有する場合に用いることを意図し、本
発明に従う冷却環２３をうまく活用した、２つの補足的冷却手順を以下に紹介する。
【００３３】
　第１の可能な方法は、以下の側面を含む。放出連結部４４に連結される（不図示の）コ
レクタの排出口を形成する、共通の放出管は、閉じられて断絶される。結果として、冷却
箱２２は連通コンテナの環を形成する。冷却箱２２は水で満たされる。冷却箱２２を水で
満たすことは、この場合、安全性リスクにはならない。なぜなら、溶融金属は、輸送に先
立って、移動可能な炉床から空にされているからである。満たされた冷却箱２２に収容さ
れた水量は、輸送中の冷却を保証するのに通常充分である。任意に、たとえばかなりの時
間が輸送に必要とされる場合、冷却箱２２は蒸発冷却モードで稼動することができる。こ
の趣旨で、いくつかの冷却箱は、低レベル検出器、高レベル検出器および水供給管を備え
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、１つ以上の供給管を介して追加の水が供給される。前述の方法はまた、炉床の改装位置
から元の稼動位置への輸送中にも使用できる。たとえば改装に先立つ冷却段階中、および
、たとえば改装後の加熱または予熱段階中、冷却環２３を、前述のように噴霧冷却モード
で稼動することが可能である。
【００３４】
　第２の可能な方法において、冷却箱２２は、輸送中ならびに冷却および予熱段階中、水
で満たされる。前述のように、冷却箱２２が連通コンテナを形成し、冷却箱２２が水で満
たされるように、１つ以上の共通の放出管は閉じられる。低レベル検出器および高レベル
検出器に加えて、いくつかの冷却箱は、冷却箱２２の内側の水温を測定するための温度セ
ンサを備える。補助的な水供給管および補助的な小径の放出管が、連通冷却箱２２を満た
すため、および空にするためにそれぞれ備えられる。この第２の方法において、冷却箱の
水温は、たとえば６０℃～８０℃といった、ある範囲内の値を有するように制御される。
温度上限に達すると、水位が、好ましくは冷却箱２２の半分の高さをはるかに下回るよう
にセットされた低レベルに達するまで、冷却箱２２の熱水は放出される。冷水が、高レベ
ルに達するまで冷却箱２２に加えられ、これによって水温が下がる。冷却および予熱中の
熱負荷は、稼動中よりも顕著に低いので、当然のことながら、必要とされる供給および放
出流速度は比較的小さい。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】内部冷却環を示すアーク炉の水平断面図である。
【図２】稼動中の図１のアーク炉の一部の部分縦断面図である。
【図３】噴霧冷却手段を備える板銅を示す拡大縦断面図である。
【図４】図３に従う噴霧冷却手段を備える板銅の斜視図である。
【図５】内層の第１の欠陥型を示す、図２に従う部分縦断面図である。
【図６】内層の第２の欠陥型を示す、図２に従う部分縦断面図である。
【図７】内部冷却環が取り付けられていない、図１のアーク炉の斜視側面図である。
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